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入札説明書 

八王子市の土木工事に係る令和 8 年(2026 年)7 月 31 日付の公告に基づく総合評価方式（施工能力評価型）

による解除条件付一般競争入札については、同公告及び関係法令に定めるもののほか、この入札説明書による

ものとする。 

 

１ 公告日 令和 8 年(2026 年)7 月 31 日 

２ 契約番号 2026003315 

３ 工事件名 旧北野下水処理場（分場）解体工事 

４ 
落札予定者の 

決定方法 

入札者は、「価格」及び「施工計画」「企業の技術力」「配置予定技術者の技術力」「地域精

通度・地域貢献度」をもって入札に参加するものとし、有効な入札をした者のうち、入札価格が

予定価格の制限の範囲内（予定価格と失格基準価格の範囲内をいう。）で、次の算式により算

出した評価値の最も高いものを落札予定者とする。 

評価値 ＝ 価格評価点 ＋ 技術評価点 

ただし、入札価格が調査基準価格未満の場合は、低入札価格調査の調査対象者となり、

調査終了後、失格とならない場合に落札予定者となる。 

なお、入札書が無効又は失格となった者の評価はしない。 

５ 落札者の決定 

落札予定者は、入札参加資格要件を満たしていることが確認でき、さらに「八王子市公正入

札調査委員会」が適正な入札と判断した時点で、落札者となる。 

なお、落札者が決定となった場合には、落札者に「落札決定通知書」を発行する。落札者

は通知を受けたら速やかに総務部契約課で契約書を受領すること。 

６ 
非落札理由の説

明 

（１）非落札者のうち、落札者の決定結果に対して不服のある者は、落札者決定の公表を行っ

た日の翌日から起算して５日（閉庁日を除く。）以内に非落札理由についての説明を求める

ことができる。 

（２）非落札理由について説明を求められたときは、説明を求めることのできる最終日の日から

起算して５日（閉庁日を除く。）以内に回答する。 
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７ 

配置予定技術者

及び現場代理人

の申告について 

（１）配置予定技術者及び現場代理人（以下、「配置予定技術者等」という。」の氏名等を、技

術評価点申告書により申告すること。申告のない場合は、入札書を無効とする。 

なお、工場製作の過程を含む工事であって、工場製作に係る技術者と現地施工に係る技

術者が異なる場合は、現地施工に係る技術者を記載すること。 

（２）配置予定技術者は、工事案件ごとに別人を申告することとし、重複して申告することはで

きない。重複申告した場合は、落札予定者であることを問わず入札した時点で開札順が後

の２件目以降の入札書を無効とする。 

ただし、以下に該当する場合は、２件までに限り、同一の配置予定技術者による申告を認

めるが、３件以上の案件に同一の配置予定技術者で申告した場合は、開札順が後の３件

目以降の入札書を無効とする。 

ア 同一の配置予定技術者で申告した案件の各請負金額が４，５００万円未満（建築一式

工事については９，０００万円未満）である場合 

イ 専任特例１号又は２号により技術者を配置しようとする場合 

（専任特例については公告共通事項１．（６）、国土交通省「監理技術者制度運用マニ

ュアル」を確認すること。） 

（３）他案件の技術評価点申告書に記載した配置予定技術者は、他案件の落札決定がなされ

るまでは、申告中であるとみなす。当該配置予定技術者で申告した場合の取り扱いは（２）

のとおりとする。 

（４）価格競争の案件で落札予定者となり、解除条件付一般競争入札参加資格確認申請書

（配置予定技術者名簿）を提出している場合、当該提出書類に記載のある配置予定技術者

についても申告中であるとみなす。当該配置予定技術者で申告した場合の取り扱いは（２）

のとおりとする。 

８ 

配置予定技術者

等の変更につい

て 

（１）技術評価点申告書に記載した配置予定技術者等と同等以上の成績を有する者を配置で

きる場合は、落札決定前に限り、変更できる。（変更回数は１回に限る。） 

なお、変更する場合においても、当初の配置予定技術者等の点数で評価する。 

（２）変更手続 

下記の書類を契約課に提出すること。 

①入札書の送信後、落札予定者決定前 

ア 配置予定技術者変更届 

イ 技術者変更後の技術評価点申告書 

②落札予定者決定後、落札決定前 

ア 配置予定技術者変更届 

イ 技術者変更後の技術評価点申告書 

ウ 技術者変更後の資格確認申請書 

（国家資格を証明する書類の写し等を添付） 

※落札決定後の変更については、公告共通事項 13（1）のとおりとする。この場合、当初の配

置予定技術者と同等以上の者を配置しなければならない。 

ただし、技術者を専任で配置する工事において、工事途中で専任特例 1 号又は 2 号を適

用し、他の工事現場を兼任することは技術者の変更には該当しない。専任特例 1 号又は 2

号を適用し工事現場を兼任していた技術者が専任の技術者になることも同様とする。 
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９ 価格評価点 

価格評価点は、次の算式により算出する。（小数点以下第４位四捨五入） 

（１）入札価格が調査基準価格以上の場合 

３９×� 予定価格−入札価格

予定価格−調査基準価格
� 

（２）入札価格が調査基準価格未満の場合 

３９×� 入札価格−失格基準価格

調査基準価格−失格基準価格
� 

１０ 技術評価点 

（１）技術評価点の配点は、次のとおりとする。 

技術評価点 48 点（素点計上方式） 

（２）技術評価点は、技術評価点申告書に基づき算出する。 

【技術評価点申告書の提出について】 

※入札者は、東京電子自治体共同運営電子調達サービスにより入札書を送信する際に、技

術評価点申告書を添付しなければならない。申告書の添付がない場合、入札書を無効とす

る。 

※申告書を添付する際のファイル形式は Microsoft Excel 又は PDF ファイルとし、ファイル容

量は合計で３MB 以下とすること。 

※技術評価点申告書の記載事項は、配置予定技術者を除き変更することはできない。 

【技術評価点申告書の記載及び評価について】 

※申告する評価項目及び配置予定技術者に関する事項（青色のセル）を全て記載すること。 

※評価点は申告内容及び提出書類、コリンズ等への登録内容を基に本市にて評価点を決定

する。 

※申告欄がプルダウンの評価項目は、該当する申告内容をプルダウンから選択すること。 

※各評価項目の審査において、以下に該当する場合は評価項目に対する申告がなかったも

のとみなし、評価点を０点とする。 

・評価対象に該当しない内容を申告した場合 

・評価項目の申告欄（青色のセル）の記載に不足があり、申告内容を確認できない場合 

・工事件名の記載なし、または記載に誤りがあり、該当する工事を特定できない場合 

・入札説明書に記載した提出方法により、期限までに提出書類が提出されなかった場合 

（３）技術評価点の評価項目、評価基準等は、次表のとおりとする。 

※申告する実績又は経験は、元請として完成させたものとする。 

※本案件における「同種工事」とは、元請として完成させた土木工事とする。 

※官公庁実績とは、CORINS 登録工事で、国・地方公共団体又は公団・公社等（電子調

達サービスにおいて「都区市町村」又は「他官公庁」として認められるものに限る。）が発

注した案件をいう。 

（４）本工事に特定建設工事共同企業体として参加する場合には、特定建設工事共同企業体

の第 1 グループを評価対象とする。 

１１ 
簡易な施工計画

について 

施工計画の内容は全て契約内容となるため、履行状況の確認を行う。 

落札者は契約締結後、施工計画に基づき総合評価計画書を提出しなければならない。 

履行状況から、受注者の責により入札時の評価内容が実施されていないと判断された場合、

あるいは未提出の場合は、工事成績評定点を 3 点減ずる。 

なお、履行状況の程度によっては、指名停止等の措置も追加できるものとする。 
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施工能力評価型　評価項目及び評価基準等　　件名（旧北野下水処理場（分場）解体工事）

項目番号 評価内容 評価基準 配点 評価点

適切に記載されている 可 ―

不適切である又は記載なし 不可 欠格

８５点以上 6

８３点以上８５点未満 5

８１点以上８３点未満 4

７９点以上８１点未満 3

７７点以上７９点未満 2

７５点以上７７点未満 1

７５点未満又は実績なし 0

発注工事の予定価格の８０％以上の施工実績あり 4

発注工事の予定価格の６０％以上、８０％未満の施工
実績あり

3

発注工事の予定価格の４０％以上、６０％未満の施工
実績あり

2

発注工事の予定価格の２０％以上、４０％未満の施工
実績あり

1

発注工事の予定価格の２０％未満の施工実績あり又は
施工実績なし

0

３件以上の施工実績あり 3

２件の施工実績あり 2

１件の施工実績あり 1

施工実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

実績あり 1

実績なし 0

２回以上あり -5

１回あり -3

なし 0

取得あり 1

取得なし 0

８０点以上 2

７５点以上８０点未満 1

７５点未満又は実績なし 0

発注工事の予定価格の８０％以上の施工実績あり 4

発注工事の予定価格の６０％以上、８０％未満の施工
実績あり

3

発注工事の予定価格の４０％以上、６０％未満の施工
実績あり

2

発注工事の予定価格の２０％以上、４０％未満の施工
実績あり

1

発注工事の予定価格の２０％未満の施工実績あり又は
施工実績なし

0

３件以上の施工経験あり 3

２件の施工経験あり 2

１件の施工経験あり 1

施工経験なし 0

本市発注の施工経験あり 2

本市発注以外の施工経験あり 1

同規模未満の施工経験あり又は施工経験なし 0

保有あり 1

保有なし 0

10年以上継続雇用している若手技術者の配置あり 2

若手技術者の配置あり 1

配置なし 0

市内に本店あり 3

市内に支店、営業所等あり 2

市内に拠点ないが、市内で施工実績あり 1

市内に拠点なし 0

ＪＶ 1

単独 0

雇用あり 1

雇用なし 0

あり 1

なし 0

自主宣言あり 1

自主宣言なし 0

本市との協定あり 2

東京都又は国との協定あり 1

協定なし 0

いずれかの取得あり 1

いずれも取得なし 0

５０％以上 4

４０％以上５０％未満 3

３０％以上４０％未満 2

２０％以上３０％未満 1

２０％未満 0

指定する団体の推奨単位以上の取得 1

指定する団体の推奨単位未満の取得 0

保有あり 1

保有なし 0

実績あり 1

実績なし 0

加入あり 1

加入なし 0

実績あり 1

実績なし 0

あり 1

なし 0

いずれかの雇用あり 1

いずれかの雇用なし 0

あり 1

なし 0

あり 1

なし 0

あり 1

なし 0

いずれかの活動あり 1

いずれも活動なし 0

48

6

品質マネジメントシステムの取得状況 ②-7 ＩＳＯ９００１の認証取得の有無 1

評価分類 評価項目

①
施
工
計
画

簡易な施工計画 簡易な施工計画 ①-1
施工上の課題に係る技術的所見（施工上の特に配慮すべき事項）
「構造物の解体撤去における周辺環境への配慮及び高圧線付近の作業時における安全対策」

過去１０年間の官公庁実績（参加資格要件に係る工事実績）
＜評価対象＞
　下水処理場又は水再生センターにおける土木工事の官公庁実績
　（CORINS登録工事であること。）
　ただし、下水道施設の管路のみを対象とした工事は除く。

4

③
配
置
予
定
技
術
者
の
技
術
力

配置予定技術者の能力

配置予定技術者の工事成績
（ＣＯＲＩＮＳ登録工事）

③-1
同種工事（土木工事）で監理（主任）技術者、現場代理人としての本市の工事成績（最高点）
・過去５年間の工事成績であること。
・途中交代した工事を除く。

②
企
業
の
技
術
力

企業の施工能力

現場代理人の施工経験
（ＣＯＲＩＮＳ登録工事）

③-4

過去１０年間の現場代理人の入札参加資格に係る工事の施工経験
＜評価対象＞
　下水処理場又は水再生センターにおける土木工事の官公庁実績
　（CORINS登録工事であること。）
　ただし、下水道施設の管路のみを対象とした工事は除く。

若手技術者の育成 ③-6
若手技術者の配置
・満年齢４０歳未満の若手技術者の配置
・若手技術者の継続的な雇用の有無により加点する。

②-3

過去１０年間の同種性の高い工事の官公庁実績
＜評価対象＞
・元請けとして施工した、しゅん工済の工事（CORINS登録工事）であること。
・下水処理場又は水再生センターにおける池、槽、タンクの築造又は解体を含む
　土木工事であること。
・受注金額が２億円以上であること。

工事成績評定点の平均点 ②-1

直近３件の本市の同種工事（土木工事）の工事成績評定点の平均点
＜評価対象＞
・３件に満たない場合は、期間内の実績の平均点とする。
・過去３年間の工事成績であること。
・解除条件付一般、指名競争入札及び随意契約案件であること。
・受注金額が５０００万円以上であること。
・実績がない場合、評価点は０点とする。
・同一月にしゅん工した工事が2件以上ある場合、高得点の案件から評価対象とする。

2

配置予定技術者の施工経験
（ＣＯＲＩＮＳ登録工事）

③-2

過去１０年間の入札参加資格に係る工事の監理（主任）技術者としての施工経験
＜評価対象＞
　下水処理場又は水再生センターにおける土木工事の官公庁実績
　（CORINS登録工事であること。）
　ただし、下水道施設の管路のみを対象とした工事は除く。

4

過去３年間の同種工事の本市、東京都又は国の優良工事表彰実績 1

同種工事の施工実績
（ＣＯＲＩＮＳ登録工事）

②-2

改善指導の回数
※減点項目

②-6 過去１年間の改善計画書の提出回数 -5

難工事の実績 ②-5
過去３年間の同種工事の難工事実績
・工事成績評定点７５点以上を取得した工事を対象とする。

1

優良工事表彰の実績 ②-4

3

2

入札の参加形態 ④-2
ＪＶによる参加
・第二グループ以下は本店が市内所在に限る。

1

③-3

過去１０年間の同種性の高い工事の監理（主任）技術者としての施工経験
＜評価対象＞
・下水処理場又は水再生センターにおける池、槽、タンクの築造又は解体を含む
　土木工事であること。
・受注金額が２億円以上であること。
・元請けとして施工した、しゅん工済の工事（CORINS登録工事）であること。
・途中交代した工事を除く。

3

配置予定技術者の保有する資格 ③-5 本工事の監理技術者となり得る１級国家資格の有無 1

3

2

3

地産品の活用実績 ④-13

継続教育への取組 ④-9

CPD単位の取得
対　　象　　本市の指定する団体※が推奨するCPD取得単位数
対 象 者　　配置予定技術者
対象期間　　公告日の属する年度の前年度

地域活動の状況 ④-19

建設キャリアアップシステムへの事業
者登録

④-4 登録の有無

建設技能者を大切にする企業の自主宣
言制度の状況

④-5 自主宣言の有無

災害対策協定の状況

11

事
業
者
が
選
択
（

上
限
3
項
目
）

建設機械の保有状況 ④-10
経営事項審査で認められた建設機械保有の有無
・１台以上の所有又はリース

指定材料（多摩産材等）の使用実績
・使用可能部分の５０％以上使用

子育て支援推進状況 ④-14

④-6
本市、東京都又は国との災害対策協定の有無
・組合等との協定の場合は構成員を対象

環境配慮への取組状況 ④-7
環境マネジメントシステム取得の有無
・ＩＳＯ１４００１の認証取得、エコアクション２１の認証・登録

市内業者の活用状況 ④-8
請負額のうち市内業者の施工（予定）割合
・自社及び下請の施工額により算出

緊急工事・単価契約工事等の契約実績

必
須

若年者の雇用状況 ④-3 過去１年間の若年者（満年齢４０歳未満）の新規正規雇用（３か月以上）の有無

④-11

八王子市公共施設アドプト制度合意書取り交わしの有無
・道路アドプト、公園アドプト、水辺の水護り制度

技術評価点

消防活動の支援状況 ④-17
本市の消防団協力事業所認定の有無
・認定を受けていない場合でも、従業員に本市の消防団員がいる。

男女共同参画の推進状況 ④-18
女性活躍推進法に基づく認定取得（義務のない場合は、任意の行動計画策定・届出、
又は国家資格保有女性技術者の雇用）の有無

次世代法に基づく認定取得（義務のない場合は、任意の行動計画策定・届出、
又は八王子市子育て応援企業の登録）の有無

高齢者・障害者の雇用状況 ④-15
高齢者又は障害者の有無
・雇用期間１年以上
・障害者は法定雇用率を満たす雇用又は法定雇用義務はないが雇用

協力雇用主又は八王子市更生保護協力
事業主会への登録状況

④-16 登録の有無

④
地
域
精
通
度
・
地
域
貢
献
度

地域精通度

競争入札参加資格における登録営業所
の所在地

④-1

本店又は支店、営業所等の八王子市内所在の有無
・建設業許可を受けた営業所であること。
・支店、営業所等は本市の「準市内業者の認定基準」を満たしていること。
・本店又は支店、営業所が市内にない場合は、市内における官公庁実績を評価する。
　（過去5年間、同種工事に限らない。土木又は設備工事は5000万円以上、建築工事は
　　9000万円以上とする。）

過去５年間の本市の契約実績
・単価契約は道路維持、交通安全施設維持、水路維持・下水道取付
　管等新設工事、公共下水道管路施設維持補修、道路照明灯修繕、
　水路しゅんせつ、除雪委託の実績

労働災害防止への取組状況 ④-12 建設業労働災害防止協会加入の有無

地域・社会
貢献度
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①－1 評価項目「簡易な施工計画」について 

評価内容 
施工上の特に配慮すべき事項 

「構造物の解体撤去における周辺環境への配慮及び高圧線付近の作業時における安全対策」 

記載事項 

施工上の課題について、具体的な対策方法を記載すること。 

※課題が複数ある場合には、そのすべてに対して記載すること。 

未記入のものがある場合は、「記載なし」として扱い、入札書を無効とするため、注意すること。 

※課題ごとに A4 用紙１枚程度で作成すること。 

 

②－1 評価項目「工事成績評定点の平均点」について 

評価内容 直近 3 件の本市発注の同種工事の工事成績評定点の平均点 

評価対象 

（１）～（３）の全てを満たす工事実績のうち、直近 3 件の工事成績評定点の平均点を評価対象とする。 

（１）工事内容 

本工事と同種工事（土木工事）であること。 

（２）期間 

令和 5 年(2023 年)5 月 1 日から令和 8 年(2026 年)4 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

（３）請負金額 

１件の請負金額（税込）が 5,000 万円以上であること。 

注意事項 

・同一月内にしゅん工した工事が 2 件以上ある場合、高得点の案件から評価対象とする。 

・評価対象期間内の実績が 3 件に満たない場合、期間内の実績の平均点で評価する。 

・評価対象ではない工事を申告した場合、その工事の工事成績評定点を 74 点として算出した平均点で評価す

る。 

ただし、本来の評価対象工事の工事成績評定点が 74 点未満であった場合は、本来の評価対象工事の工事

成績評定点をもって平均点を算出する。 

なお、評価対象の工事成績評定点を 3 件以上有するにもかかわらず申告件数が 3 件に満たなかった場合、不

足分の工事成績評定点については同様に取り扱う。 

・実績がない場合又は申告した工事が全て評価対象外のものであった場合、評価点は 0 点とする。 

提出書類 提出書類なし 
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②－2 評価項目「同種工事の施工実績（同種工事の官公庁実績）」について 

評価内容 過去 10 年間の官公庁実績（参加資格要件に係る工事実績） 

評価対象 

（１）～（3）の全てを満たす工事実績を評価対象とする。 

（１）工事内容 

・ 元請として完成させたものであること。 

・ 下水処理場又は水再生センターにおける土木工事であること。 

※下水道施設の管路のみを対象とした工事は除く。 

・CORINS 登録工事であること。 

（２）期間 

平成 28 年(2016 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

（３）請負金額 

1 件の請負金額（税込）が次の金額以上であること。 

・単体企業での参加の場合：本案件の予定価格 

・特定建設工事共同企業体での参加の場合：2 億円 

【評価基準となる施工実績の金額（税込）】 

本案件の予定価格（税込）の 80％以上 

本案件の予定価格（税込）の 60％以上 

本案件の予定価格（税込）の 40％以上 

本案件の予定価格（税込）の 20％以上 

（2,942,042,400 円以上） 

（2,206,531,800 円以上） 

（1,471,021,200 円以上） 

（735,510,600 円以上） 

※特定建設工事共同企業体の構成員としての施工実績を申告する場合、出資割合で按分した請負金額（税

込）を評価対象とする。 
 

注意事項 

・参加資格要件確認のため、申告書に上記「評価対象」に該当する案件を必ず記載すること。 

・特定建設工事共同企業体での参加の場合、評価点が 0 点となる実績（請負金額（税込）2 億円以上、本案件の

予定価格（税込）の 20％未満であるもの）であっても申告書に必ず記載すること。 

・申告書に上記「評価対象」に該当する案件の記載が無い場合、入札書を無効とするので注意すること。 

提出書類 提出書類なし 
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②－3 評価項目「同種工事の施工実績（同種性の高い工事の官公庁実績）」について 

評価内容 過去 10 年間の同種性の高い工事の官公庁実績 

評価対象 

（１）～（3）の全てを満たす工事実績を評価対象とする。 

（１）工事内容 

・ 元請として完成させたものであること。 

・ 下水処理場又は水再生センターにおける池、槽、タンクの築造又は解体を含む 

土木工事であること。 

・CORINS 登録工事であること。 

（２）期間 

平成 28 年(2016 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

（３）請負金額 

１件の請負金額（税込）が 2 億円以上であること。 

※特定建設工事共同企業体の構成員としての施工実績を申告する場合、出資割合で按分した請負金額（税

込）を評価対象とする。 

提出書類 提出書類なし 
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②－4 評価項目「優良工事表彰の実績」について 

評価内容 過去 3 年間の同種工事の本市、東京都又は国の優良工事表彰実績 

評価対象 

対象期間内における、（１）又は（２）のいずれかの実績を評価対象とする。 

（１）本市、東京都又は国の優良工事表彰を受けた、しゅん工済みの同種工事（土木工事） 

（２）本市における優良施工者顕彰※（土木系）の受賞 

※予定価格が 130 万円を超える工事で、総評定点が 80 点以上の工事評定の成績が優良な工事を、過去 5

か年度において累計 10 回以上取得した施工者に対する顕彰（詳細は「八王子市優良施工者顕彰実施基

準」を参照すること。）。 

対象期間 
令和 5 年(2023 年)7 月 1 日 から 令和 8 年(2026 年)6 月 30 日 まで 

※基準日は、受賞日（表彰状または顕彰状に記載の日付）とする。 

注意事項 

・（１）と（２）の両方を申告した場合であっても、配点は１点とする。 

・申告書記載の際は、必ず該当する申告欄に記載すること。 

申告欄を誤った場合は得点を認めない。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

②－5 評価項目「難工事の実績」について 

評価内容 過去 3 年間の同種工事の難工事実績 

評価対象 

（１）及び（２）を満たす工事実績を評価対象とする。 

（１）工事内容 

・本工事と同種工事（土木工事）であること。 

・本市から難工事指定を受けた工事であること。 

・工事成績評定点が 75 点以上であること。 

（２）期間 

令和 5 年(2023 年)5 月 1 日から令和 8 年(2026 年)4 月 30 日までの間に工事成績評定の通知を受けた工事

であること。 

提出書類 提出書類なし 
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②－6 評価項目「改善指導の回数（減点項目）」について 

評価内容 過去 1 年間の改善計画書の提出回数 

評価対象 

令和 7 年(2025 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までの間に、本市に改善計画書を提出した回数を

評価対象とする。 

※基準日は、改善計画書の提出日とする。 

提出書類 提出書類なし 

 

②－7 評価項目「品質マネジメントシステムの取得状況」について 

評価内容 ISO9001 の認証取得の有無 

評価対象 

公告日現在における ISO9001 の認証取得の有無を評価対象とする。 

※認証されている事業活動が、本工事の内容に一致していること。（活動内容・範囲等） 

※本工事を実際に施工する組織（本店、支店、営業所等）が、認証取得対象となっている組織に含まれているこ

と。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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③－1 評価項目「配置予定技術者の工事成績」について 

評価内容 同種工事で監理（主任）技術者、現場代理人としての本市の工事成績（最高点） 

評価対象 

（１）及び（２）を満たす工事実績のうち、工事成績評定点が最高点のものを評価対象とする。 

（１）工事内容 

・本工事の配置予定技術者が、監理（主任）技術者又は現場代理人として配置された工事であること。 

・本工事と同種工事（土木工事）であること。 

・CORINS 登録工事であること。 

※技術者等が途中交代した工事は、評価対象としない。 

ただし、橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工場製作を含む工事で、工

場製作のみの施工から現地施工に移行する際に技術者を途中交代した場合、現地施工の全ての期間に

おいて従事していれば評価対象とする。 

（２）期間 

令和 3 年(2021 年)5 月 1 日から令和 8 年(2026 年)4 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

注意事項 評価対象ではない工事を申告した場合、評価点は０点とする。 

提出書類 提出書類なし 

  



 11 / 29 

 

③－2 評価項目「配置予定技術者の施工経験」について 

評価内容 過去 10 年間の入札参加資格に係る工事の監理（主任）技術者としての施工経験 

評価対象 

（１）及び（２）を満たす工事の施工経験を評価対象とする。 

（１）工事内容 

・ 本工事の配置予定技術者が、監理（主任）技術者として配置された工事であること。 

・ 下水処理場又は水再生センターにおける土木工事であること。 

※下水道施設の管路のみを対象とした工事は除く。 

・CORINS 登録工事であること。 

※技術者が途中交代した工事は、評価対象としない。 

ただし、橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工場製作を含む工事で、工

場製作のみの施工から現地施工に移行する際に技術者を途中交代した場合、現地施工の全ての期間に

おいて従事していれば評価対象とする。 

（２）期間 

平成 28 年(2016 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

【評価基準となる施工経験の請負金額（税込）】 

本案件の予定価格（税込）の 80％以上 

本案件の予定価格（税込）の 60％以上 

本案件の予定価格（税込）の 40％以上 

本案件の予定価格（税込）の 20％以上 

（2,942,042,400 円以上） 

（2,206,531,800 円以上） 

（1,471,021,200 円以上） 

（735,510,600 円以上） 

※特定建設工事共同企業体の構成員としての施工実績であっても、共同企業体の請負金額（税込）を評価

対象とする。 
 

提出書類 提出書類なし 
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③－3 評価項目「配置予定技術者の施工経験（同種性の高い工事の施工経験）」について 

評価内容 過去 10 年間の同種性の高い工事の監理（主任）技術者としての施工経験 

評価対象 

（１）～（３）の全てを満たす実績を評価対象とする。 

（１）工事内容 

・本工事の配置予定技術者が、監理（主任）技術者として配置された工事であること。 

・下水処理場又は水再生センターにおける池、槽、タンクの築造又は解体を含む 

土木工事であること。 

・CORINS 登録工事であること。 

※技術者が途中交代した工事は、評価対象としない。 

ただし、橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工場製作を含む工事で、工

場製作のみの施工から現地施工に移行する際に技術者を途中交代した場合、現地施工の全ての期間に

おいて従事していれば評価対象とする。 

（２）期間 

平成 28 年(2016 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

（３）請負金額 

1 件の請負金額（税込）が 2 億円以上であること。 

※特定建設工事共同企業体の構成員としての施工実績を申告する場合、請負金額（税込）を出資割合で按

分する必要はない。 

提出書類 提出書類なし 
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③－4 評価項目「現場代理人の施工経験」について 

評価内容 過去 10 年間の現場代理人の入札参加資格に係る工事の施工経験 

評価対象 

（１）～（３）の全てを満たす実績を評価対象とする。 

（１）工事内容 

・ 本工事の配置予定現場代理人が、現場代理人として配置された工事であること。 

・ 下水処理場又は水再生センターにおける土木工事であること。 

※下水道施設の管路のみを対象とした工事は除く。 

・CORINS 登録工事であること。 

※現場代理人が途中交代した工事は、評価対象としない。 

（２）期間 

平成 28 年(2016 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

（３）請負金額 

1 件の請負金額（税込）が 2 億円以上であること。 

※特定建設工事共同企業体の構成員としての施工実績を申告する場合、請負金額（税込）を出資割合で按

分する必要はない。 

提出書類 提出書類なし 
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③－5 評価項目「配置予定技術者の保有する資格」について 

評価内容 本工事の監理技術者となり得る 1 級国家資格の有無 

評価対象 

本工事の配置予定技術者が、下記対象資格のうち１級技術者に該当するものを保有していること。 

※資格取得後に一定の実務経験年数を要する資格は、必要な実務経験年数を満たしていること。 

対象資格の詳細は国土交通省「建設業法における配置技術者となり得る国家資格等一覧」を参照すること。 

対象資格 

1 級技術者 建設業法第１５条第２号イに該当する者 

（例 1 級土木施工管理技士、1 級建設機械施工管理技士） 

2 級技術者 

（参考） 

・建設業法第２７条第１項の規定による技術検定その他法令に規定する試験で当

該試験に合格することによって同法第７条第２号ハに該当することとなるものに

合格した者又は他の法令の規定による免許 

若しくは 

・免状の交付で当該免許等を受けることによって同号ハに該当することとなるもの

を受けた者であって１級技術者以外の者 

（例 2 級土木施工管理技士（土木）、2 級建設機械施工管理技士） 

その他の 

技術者 

（参考） 

建設業法第７条第２号イ、ロ、若しくはハ又は同法第１５条第２号ハに該当する者

で１級技術者及び２級技術者以外の者 

（例 同種工事における１０年以上の実務経験） 

  

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

③－6 評価項目「若手技術者の育成」について 

評価内容 若手技術者の配置 

評価対象 

本工事の配置予定技術者が、（１）及び（２）を満たす場合に評価対象とする。 

（１）開札日時点で継続して３か月以上、直接雇用関係のあること。 

（２）開札日時点で満年齢４０歳未満であること。 

（生年月日が昭和 61 年(1986 年)10 月 11 日以降であること） 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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④－1 評価項目「競争入札参加資格における登録営業所の所在地」について 

評価内容 本店又は支店、営業所等の八王子市内所在の有無 

評価対象 

競争入札参加資格における公告日時点での登録営業所の所在地を評価対象とする。 

・建設業許可を受けた営業所であること。 

・支店、営業所等は本市の「準市内業者の認定基準」を満たしていること。 

・本店又は支店、営業所が市内にない場合、次の（１）及び（２）を満たす本市発注工事（業種は問わない。）の工

事実績を有する場合は評価対象とする。 

（１）工事内容及び請負金額（1 件当たりの税込の金額） 

土木工事 又は 設備工事の場合  請負金額 5,000 万円以上であること。 

建築工事の場合             請負金額 9,000 万円以上であること。 

（２）期間 

令和 3 年(2021 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までにしゅん工した工事であること。  

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

提出書類 提出書類なし 

 

④－2 評価項目「入札の参加形態」について 

評価内容 JV による参加 

評価対象 
JV による入札参加を評価対象とする。 

・第 2 グル－プ以下は本店が市内所在に限る。 

提出書類 提出書類なし 
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④－3 評価項目「若年者の雇用状況」について 

評価内容 過去 1 年間の若年者（満年齢 40 歳未満）の新規正規雇用（3 か月以上）の有無 

評価対象 

評価対象期間（雇用開始期間）内における若年者の新規正規雇用の有無を評価対象とする。 

※「若年者」とは、入社日（雇用開始日）時点で満年齢 40 歳未満の者をいう。 

※「新規正規雇用」とは、開札日を基準日として、継続して 3 か月以上、新規雇用の正規社員として直接雇用関

係にある者をいう。 

「新規雇用」について 

・新規に採用した若年者を評価対象とする。 

・転職者等であっても年齢要件に該当すれば、新規雇用の対象とする。 

・入社日（雇用開始日）以前に、自社に正規社員又は役員として在籍履歴がある場合は、対象外とする。 

※非正規社員（アルバイト・パ－ト等）としての在籍履歴は除く。 

「正規雇用」について 

・期間の定めのない雇用契約関係があり、就業規則等に基づく就労時間で働く正社員を評価対象とする。 

・期間の定めのない雇用契約で働いていても、アルバイト・パ－ト等は非正規雇用とし、対象外とする。 

・期間を定めた雇用契約により働く社員（契約社員・嘱託社員等）は非正規社員とし、対象外とする。 

・役員（兼務役員を除く。）として所属している者は対象外とする。 

・職種（営業職、事務職、技術職等）の限定は設けない。 
 

雇用開始 

期間 
令和 7 年(2025 年)7 月 1 日 から 令和 8 年(2026 年)6 月 30 日 まで 

評価方法 
「入社日と生年月日の確認ができる書類」及び「若年者の雇用状況証明書」にて評価する。 

※「若年者の雇用状況証明書」は、必ず代表者及び評価対象者の両方が記名・押印すること。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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④－4 評価項目「建設キャリアアップシステムへの事業者登録」について 

評価内容 建設キャリアアップシステムへの事業者登録の有無 

評価対象 開札日時点における、建設キャリアアップシステムへの事業者登録の有無を評価対象とする。 

評価方法 
本件の開札日に建設キャリアアップシステムホームページ内の「登録事業者検索」で検索を行い、事業者登録

が確認できた者を評価する。 

提出書類 提出書類なし 

 

④－5 評価項目「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度の状況」について 

評価内容 元請事業者の立場としての「建設技能者を大切にする企業の自主宣言」の有無 

評価対象 
公告日時点における、元請事業者の立場としての「建設技能者を大切にする企業の自主宣言」の有無を評価対

象とする。 

評価方法 

「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」ポータルサイトの「宣言企業検索」で検索を行い、公告日以前

に、元請事業者の立場として自主宣言を行っていることが確認できた者を評価する。（宣言有効期間を基準とす

る。） 

提出書類 提出書類なし 

 

④－6 評価項目「災害対策協定の状況」について 

評価内容 本市、東京都又は国との災害対策協定の有無 

評価対象 
本市、東京都又は国との災害対策協定の締結の有無を評価対象とする。 

※所属する組合等が協定を締結している場合も可とする。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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④－7 評価項目「環境配慮への取組状況」について 

評価内容 環境マネジメントシステム取得の有無 

評価対象 

公告日時点における、ISO14001 又はエコアクション 21 の認証・登録の有無を対象とする。 

※認証されている事業活動が、本工事の内容に一致していること。（活動内容・範囲等） 

※本工事を実際に施工する組織（本店、支店、営業所等）が、認証取得対象となっている組織に含まれているこ

と。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

④－8 評価項目「市内業者の活用状況」について 

評価内容 請負額のうち市内業者の施工（予定）割合 

評価対象 

請負金額のうち、自社及び下請の施工額により算出した市内業者施工割合を評価対象とする。 

【用語の定義】 

・「市内業者」：本店が八王子市内にある者 

・「自社施工額」：請負金額－下請契約の合計額 

・「下請契約」：建設業法第２条第４項に規定する下請契約 

（警備業、測量業、運送業等は含まない。ただし、これらは自社施工額として算出する。） 

・「下請契約」の対象：２次下請以下を含め、すべての下請契約 

【市内業者施工割合の算出方法】 

市内業者施工割合＝元請及び下請の市内建設業者施工額合計÷請負額×100 

※算出例は別表「市内業者の活用状況例」（次ページ）を参照すること。 
 

評価方法 

「誓約書」及び「下請負者一覧表（予定）」にて評価する。 

※下請契約をせず、全て自社で施工する場合は、「下請負者一覧表（予定）」の「下請負者名」の欄に「下請契

約予定なし」と記入し、「誓約書」とともに提出すること。 

※「誓約書」「下請負者一覧表（予定）」のうち、いずれか一方若しくは両方の提出がない場合は、本評価項目の

内容を無効とする。 

履行確認 

「下請負・再下請負届」「下請負者・再下請負者一覧表」「施工体制台帳」等にて行う。 

※「下請負者一覧表（予定）」の内容が工事完成までの間に変更となっても、市内業者施工割合が申告書に記

載した割合以上であれば可とする。 

※本評価項目で評価点が付与されたにもかかわらず、履行確認にて、実施されていないと判断される場合に

は、工事成績評定点を２点減ずる。 

なお、履行状況の程度によっては、指名停止等の措置も追加できるものとする。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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別表「市内業者の活用状況例」 

 

 

  

契約金額　１億円

一次下請 二次下請 合計

1,000万円

下請（市内）合計

　3,000万円

算出結果 ｛（3,000万円＋1,000万円）＋3,000万円）｝÷1億円×100＝70％

　　　　　　（元請分）　　　　　　　（下請分）

※上記例で元請が市外の場合、３０％となる。

※上記例で元請がＪＶで、第1グループが準市内又は市外業者の場合、元請部分の4,000万円を出資割合で按分した額のうち、

　 第2グループ（市内）にあたる額が、元請（市内）の額となる。

　 （例）出資割合60：40の場合、元請（市内）の額は、4,000万円×40％＝1,600万円

　（1,000万円－500万円） ＋500万円 市内計 1,000万円

警備業、測量業、 運送業等

1,000万円 －500万円

1,000万円

市外 市外 市内計 0円

市外 市内計 0円

0円 0円

0円

市内計 1,000万円

市外 市内 市内計 500万円0円 ＋500万円

1,000万円

市内

市内計 500万円

元請 一次下請 二次下請

合計 4,000万円 合計 6,000万円 下請（市内）契約額算出式

元請（市内） 市内 市内

市内 市外

3,000万円
＋

1,000万円
（警備業等）

1,000万円 500万円

　算出方法
　市内業者施工割合＝元請及び下請の市内建設業者施工額合計÷請負額×１００

1,000万円

1,000万円
（下請に含まず、元請に含む）

1,000万円 500万円

1,000万円 500万円

500万円
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④－9 評価項目「継続教育への取組」について 

評価内容 CPD 単位の取得 

評価対象 

本工事の配置予定技術者が、評価対象期間内に本市が指定する団体が推奨する単位数を取得していることを

評価対象とする。 

※本市が指定する団体及び各団体の推奨取得単位数は別表のとおり。 

対象期間 令和 7 年(2025 年)4 月 1 日 から 令和 8 年(2026 年)3 月 31 日 まで 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

別表「本市が指定する団体及び推奨取得単位数」 

 

  

建設系 建築系

団体名
CPD取得

推奨単位(年)
団体名

CPD取得
推奨単位(年)

1 （公社）空気調和・衛生工学会 50 1 （公社）日本建築士会連合会 12

2 （一社）建設コンサルタンツ協会 50 2 （一社）日本建築士事務所協会連合会 12

3 （一社）交通工学研究会 50 3 （公社）日本建築家協会 12

4 （公社）地盤工学会 50 4 （一社）日本建設業連合会 12

5 （公社）森林自然環境技術教育研究センター 20 5 （一社）日本建築学会 12

6 （公社）全国上下水道コンサルタント協会 50 6 建築設備士関係団体CPD協議会 12

7 （一社）全国測量設計業協会連合会 20 7 （一社）日本建築構造技術者協会 12

8 （一社）全国土木施工管理技士連合会 20 8 （一財）建設業振興基金 12

9 （一社）全日本建設技術協会 25 9 （公財）建築技術教育普及センター 12

10 土地・地質技術者生涯学習協議会 50

11 （公社）土木学会 50

12 （一社）日本環境アセスメント協会 50

13 （公社）日本技術士会 50

14 （公社）日本造園学会 50

15 （公社）日本都市計画学会 50

16 （公社）農業農村工学会 50
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④－10 評価項目「建設機械の保有状況」について 

評価内容 経営事項審査で認められた建設機械保有の有無 

評価対象 
直近の有効な「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の「その他の審査項目（社会性等） 建設機

械の所有及びリ－ス台数」の「数値等 １台以上」を評価対象とする。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

④－11 評価項目「緊急工事又は単価契約工事等の契約実績」について 

評価内容 過去 5 年間の本市との契約実績 

評価対象 

元請として契約した本市発注の緊急工事、緊急修繕、単価契約（緊急性の高いもの） 

※緊急工事、緊急修繕の対象案件は、請負金額（税込）が 1 件 200 万円以上の工事・修繕（同種工事に限らな

い）で、緊急工事・緊急修繕に関する「覚書」を、本市との間で取り交わしている案件とする。 

※単価契約の対象案件は、次のとおりとする。 

・道路維持工事（単価契約） 

・交通安全施設維持工事（単価契約） 

・水路維持工事（単価契約） 

・下水道取付管等新設工事（単価契約） 

・公共下水道管路施設維持補修工事（単価契約） 

・道路照明灯修繕（単価契約） 

・水路しゅんせつ委託（単価契約） 

・除雪委託（単価契約） 

対象期間 

令和 3 年(2021 年)7 月 1 日 から 令和 8 年(2026 年)6 月 30 日 まで 

※基準日は以下のとおりとする。 

・緊急工事（修繕）の場合：工期の末日（工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日） 

・単価契約の場合：契約締結日 

提出書類 提出書類なし 

 

④－12 評価項目「労働災害防止への取組状況」について 

評価内容 建設業労働災害防止協会加入の有無 

評価対象 
送付書類の到達期限までに建設業労働災害防止協会に加入している者を評価対象とする。 

※「建設業労働災害防止協会加入証明書」等にて評価する。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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④－13 評価項目「地産品の活用実績」について 

評価内容 指定材料（多摩産材）の使用状況 

評価対象 

（１）～（３）の全てを満たす実績を評価対象とする。 

（１）令和元年(2019 年)7 月 1 日から令和 8 年(2026 年)6 月 30 日までにしゅん工した工事であること。 

※しゅん工の基準日は、工期の末日とする。 

ただし、本市発注工事で工期内にしゅん工検査した案件は、しゅん工検査日を基準日とする。 

（２）1 件の請負金額（税込）が４,000 万円以上であること。 

（３）工事に使用した木材の 50％以上に、多摩産材（対象となる森林から生産された木材で、生産から販売まで

の全ての流通工程で多摩産材認証登録事業者が扱う木材及び製材品）を使用していること。 

評価方法 

以下の書類により評価する。 

①評価対象工事の、木材により施工した工種の数量がわかる積算内訳書の写し 

（該当箇所の全てを提出すること。） 

②多摩産材認証協議会が認定する登録事業者が発行した「多摩産材出荷証明書」の写し 

（「多摩産材証明印」があり、使用した現場名と数量が確認できるもの） 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

④－14 評価項目「子育て支援の推進状況」について 

評価内容 
次世代育成支援対策推進法に基づく認定取得の有無 

（義務のない場合は、任意の行動計画策定・届出、又は八王子市子育て応援企業の登録の有無） 

評価対象 

公告日時点において、（１）又は（２）のいずれかの基準を満たしていることを評価対象とする。 

（１）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がある者 

「子育てサポ－ト企業」として厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受けていること。 

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない者 

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を、都道府県労働局雇用環境均等部（室）へ届

け出ていること。 

又は 

・八王子市子育て応援企業に登録していること。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

  



 23 / 29 

④－15 評価項目「高齢者・障害者の雇用状況」について 

評価内容 高齢者又は障害者の雇用の有無 

評価対象 

（１）又は（２）のいずれかを満たすものを評価対象とする。 

（１）高齢者の雇用 

公告日時点において、高齢者※を 1 年以上継続して雇用していること。 

（入社日（雇用開始日）が令和 7 年(2025 年)7 月 31 日以前であること。） 

※高齢者とは、入社日（雇用開始日）時点において満年齢６５歳以上の者（生年月日が昭和 35 年(1960 年)8

月 1 日以前の者）をいう。 

（２）障害者の雇用 

公告日時点において、障害者※を 1 年以上継続して雇用していること。 

（入社日（雇用開始日）が令和 7 年(2025 年)7 月 31 日以前であること。） 

ただし、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく法定雇用義務がある場合は、上記に加え、法定雇用

率を満たしていること。 

※障害者とは、入社日（雇用開始日）時点において障害者手帳（身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害

者保健福祉手帳をいう。）を交付されており、公告日時点で障害者手帳が有効である者をいう。 

評価方法 

（１）高齢者の雇用 

以下の書類により評価する。 

・入社日と生年月日の確認ができる書類 

・（後期高齢者医療制度に該当する場合）住民税特別徴収税額通知書（直近２年分） 

（２）障害者の雇用 

①、②及び③の書類により評価する。 

・①入社日と生年月日の確認ができる書類 

・②障害者手帳 

・③直近で公共職業安定所宛に提出した障害者雇用状況報告書の写し 

（公共職業安定所の受付印が押印されているものに限る。） 

※③の書類は、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく法定雇用義務がある場合にのみ提出するこ

と。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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④－16 評価項目「協力雇用主又は八王子市更生保護協力事業主会への登録状況」について 

評価内容 協力雇用主又は八王子市更生保護協力事業主会への登録の有無 

評価対象 公告日時点における、協力雇用主又は八王子市更生保護協力事業主会への登録の有無を評価対象とする。 

評価方法 

「協力雇用主等の登録に関する証明書」にて評価する。 

※「協力雇用主等の登録に関する証明書」は必ず代表者が記名・押印し、東京保護観察所立川支部支部長の

確認印を受けたものを提出すること。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

④－17 評価項目「消防活動の支援状況」について 

評価内容 本市の消防団協力事業所の認定又は本市の消防団員である従業員の有無 

評価対象 

公告日時点において、（１）又は（２）のいずれかを満たしていること。 

（１）本市の消防団協力事業所の認定を受けていること 

（２）従業員に本市の消防団員がいること 

評価方法 

以下の書類により評価する。 

※本市の消防団協力事業所の認定を受けている場合は、提出書類なし。 

①本市の消防団員の健康保険被保険者証の写し 

②消防団員証の写し 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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④－18 評価項目「男女共同参画の推進状況」について 

評価内容 
女性活躍推進法に基づく認定取得の有無 

（義務のない場合は、任意の行動計画策定・届出、又は国家資格保有女性技術者の雇用の有無） 

評価対象 

公告日時点において、（１）又は（２）のいずれかの基準を満たしていること。 

（１）女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がある者 

女性の活躍推進に関する取組の実施状況等が優良な企業として厚生労働大臣の認定（えるぼし認定）を受け

ていること。 

（２）女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない者 

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を、都道府県労働局雇用環境均等部（室）へ届け出ているこ

と。 

又は 

・技術者として配置可能な国家資格（業種は問わない）を保有している女性技術者を雇用していること。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 

 

④－19 評価項目「地域活動の状況」について 

評価内容 八王子市公共施設アドプト制度合意書取り交わしの有無 

評価対象 

公告日時点において、以下の本市公共施設制度のいずれかに登録があり、活動実績が確認できること。 

・道路アドプト 

・公園アドプト 

・水辺の水護り制度 

評価方法 
公告日が属する年度の前年度（令和 7 年度(2025 年度)）に本市に提出した「活動報告書」にて活動実績を確認

する。 

提出書類 
提出書類あり 

（本入札説明書の P26「送付書類について」及び別表「各評価内容の必要書類等一覧表」を参照すること。） 
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送付書類について 

到達期限 令和 8 年(2026 年)10 月 8 日 

送付先 
八王子市総務部契約課 

〒１９２－８５０１ 八王子市元本郷町三丁目２４番１号 

提出方法 

次のいずれかの方法により提出すること。 

（１）郵送（送付元にて到着確認ができるもの） 

（２）持参 

※事前に契約課まで電話連絡し、提出日時を調整すること。 

また、提出時において、申告書及び書類の審査に関する問合せには一切応じない。 

（３）FAX 

※「別表 各評価内容の必要書類一覧表」の FAX の欄に「○」又は「△」がある項目のみ。 

「△」がある項目は、提出書類のうち一部のみ FAX での提出が可能 

注意事項 上記の提出方法により、期限までに提出書類が提出されなかった場合、当該評価項目を無効とする。 
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契約番号：2026003315 

工事件名：旧北野下水処理場（分場）解体工事 

別表 各評価内容の必要書類等一覧表 兼 送付書類チェックシート（１／２）

※該当する項目（送付する書類）のチェック欄にレ点を入れ、本チェックシートを送付書類に同封すること。

番号 評価内容 送付書類等 確認事項
FAXによる

提出
送付書類

チェック欄

②−4 優良工事表彰の実績 ・東京都又は国からの受賞を証明するもの（表彰状等）の写し 本市の顕彰状は送付不要とする。 ○ □

②−7
品質マネジメント

システムの取得状況

① 認証、登録を証明する登録証の写し
及び
② 付属書の写し（該当者のみ）

・①、②いずれか一方のみの提出であった場合、本項目は0点とする
 ので注意すること。
・認証されている事業活動が、本工事の内容に一致していること。
（活動内容・範囲等）
・本工事を実際に施工する組織（本店、支店、営業所等）が、
 認証取得対象となって いる組織に含まれていること。

○ □

③−5
配置予定技術者の

保有する資格

① 保有資格を証明する書類（技術検定合格証明書、監理技術者
  資格者証等）の写し
及び
② 実務経験経歴書（実務経験を要する資格の場合のみ）

・管理技術者資格者証の写しは、有効期限内のもので、評価対象の
 保有資格を確認できるものであること。
・実務経験を要する資格の場合、「② 実務経験経歴書」の
 提出がなければ本項目を０点とするので注意すること。
・「実務経験経歴書」の様式は、市のホームページ
 「担当窓口から探す⇒契約資産部契約課⇒一般競争入札公告
 （工事・修繕・設計委託）」からダウンロードすること。

○ □

③−6 若手技術者の育成
・入社日と生年月日の確認ができる書類
※別表「入社日及び生年月日の確認書類（雇用関係の確認書類）の例」
 を参照すること。

× □

④−3 若年者の雇用状況

① 若年者の雇用状況証明書
及び
② 入社日と生年月日の確認ができる書類
※②については、別表「入社日及び生年月日の確認書類（雇用関係の
 確認書類）の例」を参照すること。

・①、②いずれか一方のみの提出であった場合、本項目は0点とする
 ので注意すること。
・「若年者の雇用状況証明書」の様式は、市のホームページ
 「担当窓口から探す⇒契約資産部契約課⇒一般競争入札公告
 （工事・修繕・設計委託）」からダウンロードすること。

× □

④−6 災害対策協定の状況

① 協定書の写し
及び
② 組合に所属していることを証するものの写し
（申告内容が、所属する組合等が締結している協定である場合 のみ）

申告内容が所属する組合等が締結している協定である場合、①・②両方の
提出がなければ本項目は0点とするので注意すること。

〇 □

④−7 環境配慮への取組状況
① 認証、登録を証明する登録証の写し
及び
② 付属書の写し（該当者のみ）

・認証されている事業活動が、本工事の内容に一致していること。
 (活動内容・範囲等)
・本工事を実際に施工する組織（本店、支店、営業所等）が、
 認証取得対象となっている組織に含まれていること。
・登録証に認証取得対象の組織（実際に施工する組織）の
 記載がない場合、付属書を提出すること。
 その場合、①・②両方の提出がなければ本項目は0点とする。

〇 □

④−8 市内業者の活用状況
① 誓約書
及び
② 下請負者一覧表（予定）

・①、②いずれか一方のみの提出であった場合、本項目は0点とする
 ので注意すること。
・下請契約をせず、自社のみで施工する場合でも提出すること。
・様式は、市のホームページ
 「担当窓口から探す⇒契約資産部契約課⇒一般競争入札公告
 （工事・修繕・設計委託）」からダウンロードすること。

○ □

④−9 継続教育への取組状況 ・受講証明書の写し 〇 □
④−10 建設機械の保有状況 ・直近の有効な「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し 〇 □
④−12 労働災害防止への取組状況

・加入を証明するものの写し
（建設業労働災害防止協会加入証明書等）

○ □
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契約番号：2026003315 

工事件名：旧北野下水処理場（分場）解体工事 

別表 各評価内容の必要書類等一覧表 兼 送付書類チェックシート（２／２）

※該当する項目（送付する書類）のチェック欄にレ点を入れ、本チェックシートを送付書類に同封すること。

番号 評価内容 送付書類等 確認事項
FAXによる

提出
送付書類

チェック欄

④−13 地産品の活用実績

① 評価対象工事の、木材により施工した工種の数量がわかる積算内訳書の写し
及び
② 多摩産材認証協議会が認定する登録事業者が発行した
 「多摩産材出荷証明書」の写し
（「多摩産材証明印」があり、使用した現場名と数量が確認できるもの）

・①、②いずれか一方のみの提出であった場合、本項目は0点とする
 ので注意すること。

× □

（１）一般事業主行動計画の策定義務がある者
  ・くるみん認定を受けていることを証明するものの写し

○ □

（２）一般事業主行動計画の策定義務がない者
  ① くるみん認定を受けていることを証明するものの写し
  又は
  ② 一般事業主行動計画を都道府県労働局雇用環境均等部（室）へ
   届出したことを証明するものの写し
  （「一般事業主行動計画策定・変更届（様式第一号）」等）

○ □

（１）高齢者の雇用による申告の場合
  ①入社日と生年月日の確認ができる書類
  ※別表「入社日及び生年月日の確認書類（雇用関係の確認書類）の例」
   を参照すること。
  又は
  ② 住⺠税特別徴収税額通知書（直近のもの）
    ※後期高齢者医療制度に該当する場合

× □

（２）障害者の雇用による申告の場合
  ① 障害者手帳の写し
  ② 入社日と生年月日の確認ができる書類
  ※別表「入社日及び生年月日の確認書類（雇用関係の確認書類）の例」
   を参照すること。
  ③ 直近で公共職業安定所宛に提出した障害者雇用状況報告書の写し
   （公共職業安定所の受付印が押印されているものに限る）
  ※③は障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき法定雇用義務が
   ある場合のみ。

・障害者手帳は公告日時点で有効なものであること。 × □

④−16
協力雇用主又は

八王子市更生保護協力
事業主会への登録状況

・協力雇用主等の登録に関する証明書

・「協力雇用主等の登録に関する証明書」の様式は、
 市のホームページ
 「担当窓口から探す⇒契約資産部契約課⇒一般競争入札公告
 （工事・修繕・設計委託）」からダウンロードすること。

○ □

④−17 消防活動の支援状況
① 本市消防団員の入社日と生年月日の確認ができる書類の写し
及び
② 消防団員証の写し

・①、②いずれか一方のみの提出であった場合、本項目は0点とする
 ので注意すること。
・監理技術者資格者証の写しは認めないので注意すること。

× □

（１）一般事業主行動計画の策定義務がある者の場合
  ・えるぼし認定を受けていることを証明するものの写し

○ □

（２）一般事業主行動計画の策定義務がない者の場合
  ① えるぼし認定を受けていることを証明するものの写し
  又は
  ② 一般事業主行動計画を都道府県労働局雇用環境均等部（室）へ
   届出したことを証明するものの写し
  （「一般事業主行動計画策定・変更届（様式第一号）」等）
  又は
  ③ 女性技術者の入社日と生年月日の確認ができる書類及び
    国家資格を証明する書類の写し（技術検定合格証明書）
  ※別表「入社日及び生年月日の確認書類（雇用関係の確認書類）の例」
   を参照すること。

△ □

④−19 地域活動の推進状況
公告日が属する年度の前年度に本市に提出した
活動報告書の写し

○ □

・一般事業主行動計画策定を証明するものの写しは、都道府県
 労働局の受付印等があること。
※八王子市子育て応援企業への登録を証明するものの提出は不要。

④−14 子育て支援の推進状況

・監理技術者資格者証の写しは認めないので注意すること。
・一般事業主行動計画策定を証明するものの写しは、
 都道府県労働局の受付印等があること。
・女性技術者の健康保険被保険者証の写しは、郵送又は
 持参により提出すること。（FAXは不可）

④−18 男女共同参画の推進状況

④−15 高齢者・障害者の雇用状況
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別表「入社日及び生年月日の確認書類（雇用関係の確認書類）の例」

№ 証明書類 備考

1
健康保険・厚生年金保険被保険者
標準報酬決定通知書の写し

○最新年度のものであること。
○以下の情報が確認できること。
・氏名、生年月日、資格取得年月日、所属事業者名
※基礎年金番号、標準報酬月額、郵便番号、被保険者住所は
 マスキングすること。

2
雇用保険被保険者資格取得等
確認通知書の写し（被保険者通知用）

以下の情報が確認できること。
・氏名、生年月日、資格取得年月日、所属事業者名
※被保険者番号はマスキングすること。

3 監理技術者資格者証の写し（表・裏）
○有効期限内のものであること。
○以下の情報が確認できること。
・氏名、生年月日、交付日、所属事業者名

入社日及び生年月日の確認書類（雇用関係の確認書類）は、以下のいずれかの書類を提出すること。
※健康保険証の新規発行終了及び有効期限満了により「健康保険証の写し」「資格確認書の写し」は
 確認書類として認めません。

 

 


